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Ⅰ は じ め に

日本では, 毎年数多くの統計調査や社会調査さ

らに世論調査などが実施され, 分析結果が報告書

として刊行されている｡ しかし, 報告書が刊行さ

れた後に, 調査された個々のデータ (以下, ミク

ロデータと記述) が, どのように取り扱われてい

るかについては, ほとんど注目されていない｡ そ

の背景には, 日本では, これらのミクロデータに

関して重要な社会的な研究資源とする見方がなかっ

たこともあり, ミクロデータを収集・整理・保存

し, 提供のために提供する組織が, 10 年ぐらい

前までは存在していなかったことがある｡

本稿では, これら調査の個々のデータを保存し,

かつ公開することの社会的な意義と, ミクロデー

タの収集・保存・提供の作業を行うデータアーカ

イブの役割について考察するとともに, 東京大学

社会科学研究所日本社会研究情報センターが運営

している Social Science Japan データアーカイ

ブ (以下, SSJ データアーカイブと記述) の現状と

課題について紹介する｡ また, SSJ データアーカ

イブとの比較の観点から, 世界最大級のデータアー

カイブでアメリカのミシガン大学 (the University

of Michigan) の社会調査研究所 (the Institute for

Social Research) に事務局がある The Inter-

university Consortium for Political and Social

Research (以下, ICPSR と記述) の現況について

も解説する｡

最後に, 労働研究の分野においてミクロデータ

を活用した研究として 『日本労働研究雑誌』 に掲

載された論文を取り上げ, 当該データを第三者が

入手しその内容を検証できる条件があるかどうか

の検討を行い, 実証研究において ｢再現性｣ を担

保することの重要性を指摘する｡

Ⅱ データアーカイブの機能と意義

1 基本的機能

データアーカイブの機能とは, 統計調査や社会

調査のミクロデータのうちコンピュータ処理可能

なデータ, すなわち電子的又は磁気的に記録され

たデータを収集・整理・保存し, データの再分析,

すなわち二次的な分析を行う利用者に提供するこ

とにある｡ また, ミクロデータの二次的な利用を

可能にするため, 調査の概要, 標本設計, 回答状

況, 調査票, データのクリーニング方法等のドキュ

No. 551/June 200642

特集●あらためて ｢データ｣ について考える

紹 介

データアーカイブの役割と
SSJ データアーカイブの現状

実証研究における再現性を担保するために

佐藤 朋彦
(元・東京大学社会科学研究所助教授)

佐藤 博樹
(東京大学社会科学研究所教授)



メント類 (以下, メタデータと略記) もミクロデー

タとあわせて利用者に提供する｡

このようなデータアーカイブによるミクロデー

タの収集・保存・提供の機能は, 極めて重要なも

のであるが, それ以上に重要な機能がある｡ それ

は, 社会科学におけるミクロデータに基づく実証

研究の ｢再現性｣ を担保する研究環境を提供する

ことである｡ ｢再現性｣ とは, 第三者が, 同一の

ミクロデータを利用して同一の手続き (例えば統

計分析) を行えば, 同一の結果が得られることを

意味する｡ ｢再現性｣ の担保は, 実証研究を支え

る条件であり, 海外で刊行されている学術雑誌に

は, 第三者がアクセスできないデータに基づく論

文は受理しないと明記しているものもある｡ これ

は, 分析に利用したミクロデータに第三者がアク

セスできない論文では, その内容を検証できず,

｢再現性｣ が担保されないことによる｡ 日本の社

会科学における実証研究では, この ｢再現性｣ の

担保については, 不十分な点が多い｡ これについ

ては, ｢Ⅴ 日本における労働分野の実証研究と

データ公開の現状｣ で検討する｡

2 社会的意義

次に, 社会科学研究におけるデータアーカイブ

の社会的意義について確認しておこう｡

第一の意義は, ミクロデータが二次分析のため

に広く提供されることによって, 新しい研究が可

能となり, 新たな知見が得られることである｡

統計調査や社会調査によって, 通常, 質問項目

に関して回答が得られる｡ これらをすべて組み合

わせた集計は極めて膨大になるため, 一般には,

調査実施者の問題意識や研究目的に即して, 特定

の組合せによる集計や統計的な分析が行われる｡

ところが, 異なった問題意識や研究目的からは,

異なる集計や分析が必要になる｡ しかし, 当該ミ

クロデータが二次分析のために提供されていない

場合には, 新しい調査を自ら実施するほかないの

である｡ データアーカイブにミクロデータが寄託

され, 二次分析に提供されるようになれば, 既存

データに基づいて新しい研究が可能となり, 新た

な知見や有益な情報を得ることが期待できる｡

例えば, 最近, 学校卒業後に雇用期間が定めら

れた有期契約の仕事に従事する者, いわゆるフリー

ターとなる若者が増加し, 政策的な対応が課題と

なっている｡ フリーターの就業問題を検討する場

合, フリーターの定義に該当するとみられる若者

の属性や就業実態, さらには就業意識などを把握

する必要がある｡ また, 過去の調査データを用い

て, 現在のフリーター概念に基づいて, データを

再分析し, 現在の就業実態や就業意識などと比較

できれば, 一時点における横断的なデータ分析よ

りも, より有効性のある研究が可能となる｡ しか

しこうした分析のためには, 過去のミクロデータ

が保存されていなければならないのである｡ つま

り, 過去のミクロデータを二次的に利用できるよ

うに収集・整理・保存することは, 過去のミクロ

データの利用価値を高めることになる｡ 当然のこ

とであるが, 過去のデータを利用するニーズが生

じても, コンピュータ処理可能なミクロデータが

存在しなければ, またそれを利用するためのメタ

データが存在しなければ, データの再分析はでき

ないのである (Collins 1996, 前田 2004)｡

第二の意義は, 調査対象者の回答負担を軽減す

ることである｡ 統計調査や社会調査を行うには経

費と時間が必要となるだけでなく, 多くの調査対

象となった人や事業所等の協力を得て行われるも

のである｡ もし, 既存の調査のミクロデータが利

用できないために新しい調査を実施したとすれば,

経費や時間の無駄というだけでなく, 調査対象者

の回答負担を増やし, その結果, 調査対象者の調

査への協力度を低下させるおそれがある｡ 見方を

変えて言えば, ミクロデータの保存と再分析へ提

供することは, 総体として調査対象者の回答負担

を減らすことに貢献するものであり, 調査実施者

の社会的な責務であるとも言える｡

第三の意義は, わが国の統計調査や社会調査の

質の維持・向上に役立つことである｡ ミクロデー

タの二次分析が可能になると, 新しい調査を企画

する際に, 既存の調査との比較可能性について検

討したり, 調査票にどのような質問事項を入れる

べきか参考にしたりすることができる｡ また, ミ

クロデータの再分析を通じて, 当該データの内容

に関して有益な示唆を得ることも期待される｡ さ

らに, ミクロデータを第三者へ公開することを前
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提に調査を実施することによって, 調査実施者は

企画段階から集計, 分析まで調査研究の質の維持,

向上のために, コーディング方法などの文書類の

整備を含め, 意識的に管理することにもなろう｡

以上のように, データアーカイブは, ミクロデー

タの二次分析を可能とするだけでなく, 調査対象

者の回答負担の軽減や統計調査, 社会調査の質の

向上に貢献できるものなのである｡

Ⅲ SSJ データアーカイブの現況と管
理・運営上の課題

1 現況紹介

〈沿革〉

はじめに SSJ データアーカイブの設立の経緯

について, 簡単にふれておこう｡ 1996 年に東京

大学社会科学研究所の附属施設として日本社会研

究情報センターが設立された｡ 同センターは, そ

の事業のひとつとして, 民間の調査研究機関や大

学等の研究者が実施した社会調査等のミクロデー

タの収集を担うものとして SSJ データアーカイ

ブを開設した｡ 同データアーカイブは 1998 年 4

月より二次分析を希望する研究者にデータの提供

を開始し, 現在では, 日本社会研究情報センター

の主たる事業となっている｡

〈公開データセット数と利用状況〉

SSJデータアーカイブが保存, 提供しているデー

タは, これまでに約 60 の民間あるいは公的な調

査・研究機関, 学会や大学の研究者から寄託され

たものであり, 2006 年 2 月末現在で 760 データ

セット (572 調査分, ひとつの調査が複数のデータ

セットから構成されているものがあるため, 調査数

よりもデータセット数が多い) を研究者などに提供

している (図 1 参照)｡ 主な寄託機関を紹介する

と次のようになる｡ 公的な調査・研究機関では,

独立行政法人労働政策研究・研修機構, 国民生活

金融公庫総合研究所, 東京都老人総合研究所など

がある｡ また, 民間の調査・研究機関では, リク

ルート ワークス研究所, エンタテインメントビ

ジネス総合研究所, 全国大学生活協同組合連合会,

ベネッセコーポレーション, 生命保険文化センター,

第一生命経済研究所などがある｡ さらに, 学会や

研究者関係では, 日本家族社会学会, SSM 調査

研究会, 選挙とデモクラシー研究会などから寄託

を受けている｡ なお, これらの機関などが実施し

た調査データのすべてが, SSJ データアーカイブ

に寄託されているわけではない｡ 今後, データ寄

託のさらなる促進が課題である｡

次に収録データの利用状況を見ると, 提供を開

始した 1998 年度は年間の利用申請件数はわずか

11 件, 提供データセット数が 22 であった｡ その

後, 公開データセット数が増えるにつれて, 利用

申請は急速に増加し, 2004 年度には利用申請件

数が 343 件, 提供データセット数が 1735 となり,

直近の 2005 年度は 2 月末現在で利用申請件数が

318 件, 提供データセット数が 2411 となってい

る｡ 2005 年度に提供したデータセットの内訳を

見ると, 研究用が全体の 42.1％であるのに対し

て, 教育用が 57.9％となっている｡ なお, SSJ

データアーカイブが提供するミクロデータの多く

は研究目的 (学術目的の二次分析) に限定されて

おり, 教育目的で利用できるのは, 大阪商業大学

比較地域研究所と東京大学社会科学研究所が寄託

しているJGSS (Japanese General Social Surveys；

日本版総合社会調査) や第一生命経済研究所が寄

託している ｢今後の生活に関するアンケート｣ な

ど一部に限られている｡

提供したデータセットを利用して作成された論

文・著書数は, 提供開始から直近の 2006 年 2 月

末までに合計で 262 点となっており, 2002 年度

以降は毎年 50～60 点前後が発表されている (表

1)｡

このように SSJ データアーカイブは, わが国

の社会科学の実証分析に欠かせない研究資源とな

りつつある｡

〈組織体制と業務分担〉

SSJ データアーカイブは, 日本社会研究情報セ

ンターの SSJ データアーカイブ部会 (2006 年 4 月

からデータアーカイブを主として担当する調査基盤

研究に加えて, 社会調査研究, 計量社会研究の 3 つ

の分野から構成) が運営している｡ SSJ データアー

カイブの構成員は, 教授・助教授 (兼任を含む)

が合計 5名で, 担当助手 2名および特任専門職員
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が 1 名である (このほかに国内客員の教授と助教授

が各 1 名で二次分析研究会を担当)｡ また, データ

アーカイブのさまざまな業務を支援するために,

事務補佐員やリサーチ･アシスタント(大学院生)等

も非常勤スタッフとして参画しており, これら非

常勤スタッフの 1 週間当たり実働人員は約 16.0

人 (1 日当たりでは約 3.2 人) となっている｡

通常, 調査基盤研究の教授がデータ寄託の依頼

を, 同研究分野の助教授が業務全体の企画・運営

を, 助手がデータの利用やホームページの管理を,

特任専門職員が寄託されたデータの内容確認 (ク

リーニングや秘匿処理を含む) をそれぞれ担当し,

助教授の指示の下で, 上述の非常勤スタッフが調

査情報の入力のほか, 各業務の支援に当たってい

る｡ また, データアーカイブ以外の社会科学研究

所の研究スタッフや国内客員の教授, 助教授も二

次分析の普及活動である二次分析研究会や公開セ

ミナーを支援している｡

なお, SSJ データアーカイブを運営するための

経費は, 主として大学運営費交付金で賄われてい

るが, 寄託された調査データに関する各種情報の

入力に掛かる経費については, 1997 年度以降毎

年, 独立行政法人日本学術振興会 (当初は文部科

学省) より科学研究費補助金 (研究成果公開促進費)

の交付を受けている｡

〈寄託データの保存ファイルと内容確認〉

ミクロデータはさまざまな形式のファイルで寄

託される｡ SSJ データアーカイブでは, これらを

統計処理のパッケージソフトである SPSS に読み

込み, 同ソフトのファイル形式に変換して保存し

ている｡ ファイルの変換に当たっては, 調査票の

質問項目との対応がわかりやすい変数名を付ける

とともに, 日本語で変数ラベルや値ラベルを付け

ている｡

寄託されるミクロデータは調査実施者の下で当

初の目的である一次分析が行われ, 報告書等が出

されているものである｡ したがって, データの確
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図１　公開データセットの累積数と１年間の利用データセット数の推移�

表１ SSJDAの公開データセット数と利用状況の推移

年 度
公開データ

セット数

利用申請

件数

提供データ

セット数

発表論文・

著書数

1998 276 11 22 3

1999 367 20 72 4

2000 409 51 147 3

2001 459 114 545 34

2002 499 222 796 58

2003 576 224 1,129 49

2004 677 343 1,735 43

2005 760 318 2,411 68

総 数 ― 1,303 6,857 262

注：2005 年度は 2006 年 2 月末現在の数値



認作業は手短に済ますことができると一般には思

われるかもしれない｡ しかし, 寄託されたミクロ

データを再度単純集計し, 報告書等の結果と比較

してみると一致しないことも少なくない｡ そこで,

データアーカイブでは, 項目ごとに再度単純集計

を行い, その結果を報告書と比較しながら, 寄託

されたミクロデータの内容確認を行った上で公開

している｡

なお, 確認作業の過程で, 報告書と一致してい

ない場合やデータ数が異なる場合には, 寄託機関

と連絡をとり, データ修正が必要か否かを判断し

ている｡ しかし, 調査実施時点からかなりの時間

が経ってから寄託されたデータや, 寄託機関と調

査や集計を実施した機関が異なる (寄託機関が調

査・集計を他へ委託した) 場合などでは, 確認作

業を進める上で必要な情報が寄託機関から得られ

ないこともある｡ このようなケースでは, SSJデー

タアーカイブ側で判断し, 寄託元の了解を得てデー

タ修正等を行っている｡

また, 調査回答者や事業所・企業等が特定され

るおそれがある場合には, ｢事実上の匿名性の概

念｣ (ミクロデータの特定に要する作業量が現実的で

ないほど大きければ, 匿名性は事実上担保されると

いう考え方) に基づき, 対応関係を特定する危険

性の高い識別情報の削除やトップコーディング,

グルーピングなどの技法を用いて秘匿処理を行っ

ている (濱砂 (2000)｡

これらの確認結果やデータ修正, 秘匿措置につ

いては, ｢データチェック・修正記録票｣ を設け

て詳細に記述するとともに, 報告書と一致しない

ケースについては, データ利用者に提供する際に

添付する ｢readme (利用上の注意)｣ ファイルに

記述している｡ また, 調査ごとにボックスファイ

ルを用意し, そこへ ｢データチェック・修正記録

票｣ および寄託機関とのやり取りなどをすべて残

すこととしている (写真 1)｡

〈データ利用に関する啓蒙・普及活動〉

データアーカイブや二次分析の意義や可能性に

ついての理解を深めるため, 1997 年 2 月より

2001 年 10 月まで合計 6 回にわたり公開セミナー

を実施している｡

また, 寄託されたミクロデータを利用した二次

分析の普及促進を図るため, 2000 年度からデー

タ寄託先から受け入れた国内客員の教授, 助教授

と社会科学研究所のスタッフで毎年 ｢二次分析研

究会｣ を開催しており, 2006 年度で 7 回目とな

る｡ ｢二次分析研究会｣ では, 毎年テーマを決め,

そのテーマに合ったデータを SSJ データアーカ

イブの所蔵データから選定し, 関心を持つ研究者・

大学院生等が当該データの分析・発表・討議を行

いながら研究成果をまとめ, リサーチペーパーと

して公表している｡

さらに, 2005 年度には SSJ データアーカイブ

が提供するデータを用いた二次分析による研究論

文で優秀な論文を表彰する制度 (SSJ データアー

カイブ優秀論文賞) を新たに設け, 二次分析の奨

励を図ることとしている｡ ちなみに, 第 1 回の

SSJ データアーカイブ優秀論文賞を受賞したのは,

『日本労働研究雑誌』 (536 号) に掲載された, 高

橋陽子 ｢ホワイトカラー 『サービス残業』 の経済

学的背景 労働時間・報酬に関する暗黙の契約｣

である｡

2 管理・運営上の課題

〈スタッフの育成とその確保〉

SSJ データアーカイブを支援するスタッフの業

務内容は, 専門的でかつ多岐にわたるものである｡

また, 最近は業務量も急激に多くなってきている｡

しかしながら, これらの業務を支えるスタッフの

多くは非常勤職員等であるため, 人的基盤は脆弱

である｡

海外のデータアーカイブでは, 専門職として

｢Data Librarian｣ や ｢Data Archivist｣ が育成,

配置されており, データアーカイブは専門職によっ

て運営されている (図書館などの司書に対応する専

門職)｡ SSJ データアーカイブを将来にわたって

管理・運営, さらに発展させていくには, 専門性

を持った人材の育成と確保が欠かせない｡ また,

データアーカイブを担う人材には, 専門性が必要

であることを一般に認知してもらう必要もあろう｡

〈提供事務の簡素, 合理化〉

データの利用が増えれば, 当然のことながらデー

タを提供する事務も増加することになる｡ この業

務を軽減するには, データ利用数の適正化とデー
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タ提供の事務の簡素・合理化が必要となる｡ デー

タの利用状況を見てみると, これまでは異なる 3

つ以上の調査データを一度に申請する者や, 短期

間に異なる調査を何回も申請する者も見られた｡

そこで, 2006 年 4 月から一度に利用申請でき

る調査数を原則として 2つの調査データに限定す

ることとした｡ また, データ提供後, 半年以内は

原則として新たな利用申請を受理しない方式に改

めた｡ ただし, 複数年にわたる調査などで調査番

号が異なっていても, 同一の調査名であれば 1調

査と数えることとし, 時系列的な研究に支障がで

ないようにしている｡

また, データの提供方法については, 現行の

CD-R に複写して郵送する方式からインターネッ

トを通じて直接ダウンロードする方式にすること

も検討していく必要がある｡ ただし, インターネッ

トを通じたダウンロード方式への移行については,

データ転送のセキュリティを確保するほかに, デー

タの散逸や不正な利用を防止するため, ミクロデー

タ利用上の基本的なルールを利用者, 特に学生や

院生の間に浸透させる教育が不可欠となろう｡

〈寄託データの確保と寄託機関への研究成果の

還元〉

データアーカイブのシステムは, 調査実施機関

等からのミクロデータの寄託とミクロデータの提

供を受けた利用者の研究成果の還元で成り立って

いる (図 2)｡ 先に示した図 1を見るとわかるよう

に, この数年で SSJ データアーカイブから研究

者等へ提供されるデータセット数は飛躍的に伸び

ている｡ その一方でそれを利用して得られた新た

な研究成果である論文や著作の数は, それに比べ

て伸びていない状況にある｡ これにはつぎの二つ

の要因が考えられる｡

第一は, データ利用者が利用するデータについ

て, 十分な情報を得ないまま分析を開始するため

に, 成果が得られない場合である｡ そこで SSJ

データアーカイブではウェブ上に提供している各

調査の概要 (一部は英文でも提供) を掲載してい

るほか, 調査報告書についても社会科学研究所の

図書室を通じて, 閲覧 (一部複写) できるように

なっている｡ また, 申請予定のデータに計画して

いる分析に十分なデータ数が含まれているか否か

を見極めることができるよう, リモート集計シス

テムを構築し, その利用を進めているところであ

る｡ しかし, 調査報告書を読まずに分析にすぐ着

手する研究者も一部にはいるようである｡ 一方,

稲葉 (2005) も指摘しているように, 各調査項目

の信頼性や妥当性に関する情報が不十分なケース

も多いと見られる｡ こうした情報はデータ・クリー

ニングの作業から得られることも多く, 当然のこ
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とながらデータの作成機関しか持ちえない｡ 今後

はデータの作成機関からはこれらの情報をあわせ

て寄託してもらい, 利用者に開示する必要があろ

う｡

第二は, 利用者のミクロデータ利用に関する基

本的なルールに関する理解度の低さの問題もある

のではないかと考えられる｡ 新たなデータ寄託を

促進する上でも, 研究成果の寄託機関への還元は

きわめて重要である｡ しかし, データ利用者の中

にはデータの利用期限がきてもデータアーカイブ

側が督促するまで, 論文を提出しないだけでなく,

利用報告書さえ提出されてこない場合もある｡ 今

後は利用報告書と論文等研究成果の提出に関する

管理を厳格化することを予定している｡ SSJ デー

タアーカイブでは, 提供事務の簡素, 合理化を図

る観点もあって, データ申請・提供関係のデータ

ベースシステムを新たに構築し, 2005 年度末よ

り運用を開始した｡ データベースを効果的に用い

ることで, 個々のデータ利用の状況をさらに詳細

に把握することが可能となる｡

Ⅳ ICPSR の現況

ここでは, SSJ データアーカイブとの比較の観

点および SSJ データアーカイブの将来を考える

上から, 社会科学に関する調査のミクロデータを

アメリカ国内だけでなく, 世界各国や国際組織か

ら収集, 保存し, それらを学術目的での二次分析

のために提供している世界最大級のデータアーカ

イブである ICPSR の現況を見ていくことにしよ

う｡

〈加盟機関〉

ICPSR は 1962 年にアメリカのミシガン大学社

会調査研究所に創設された組織で, その名称から

も明らかなように複数の大学等の機関が連携した

組織である｡ ICPSR にはアメリカだけでなく世

界各国の大学等が加盟しており, 2005 年度には

16 の機関が新たに加盟し, 加盟機関合計は 514

機関となっている｡ 日本では 1999 年までは各大

学が個々に ICPSR に加盟していたが, ICPSR の

データを効率的にかつ安価に利用するため, 1999

年 9 月に東京大学の SSJ データアーカイブを中

心に ICPSR 国内利用協議会を組織した｡ 現在,

この国内利用協議会が ICPSR の規約に基づきナ

ショナルメンバーシップを得て, 国内利用協議会

として ICPSR に加盟している｡ 日本国内の大学

は, ICPSR 国内利用協議会の会員となることで,

ICPSR のデータを利用できることになる｡ 2005

年度末現在で, 国内利用協議会には 22 の大学が

加盟している｡

〈ミクロデータの提供〉

ICPSR が収蔵しているミクロデータは, 政治,

社会, 歴史, 経済, 高齢者, 犯罪, 公衆衛生, 教

育, 法律および国際関係と広範な学問分野に及ん

でおり, その数は 6200 以上となっている｡ これ

らの中にはアメリカの人口住宅センサスなど政府
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統計のミクロデータも含まれている｡ ICPSR か

ら送られてきたメールを基にデータの追加および

更新状況を集計してみると, 2005 年 1 年間で 275

件のデータが新たに公開され, 151 件のデータが

寄託機関やデータ利用者などからの情報により更

新されている｡ ICPSR に収蔵されているミクロ

データはアメリカだけでなく, 世界各国の調査実

施者から寄託されたものであり, 日本からからも

旧・内閣官房広報室の世論調査 (1960 年代のもの

が主で, 寄託は政治学者の三宅一郎氏の努力による)

や JGSS (英語版) などのデータが寄託されてい

る｡ なお, 提供されるデータの利用は, 大学の学

部生も利用できるが, 利用は学術研究および教育

目的に限定されている｡

ICPSR のミクロデータは, 日本の場合, 3 年ほ

ど前までは国内利用協議会のハブ機関である SSJ

データアーカイブを通じて, 同協議会加盟機関の

利用者に提供されていた｡ しかし, 最近では同協

議会加盟機関の IP アドレスを ICPSR に登録すれ

ば, インターネットを通じて直接ミクロデータを

ダウンロードすることができる｡ また, ダウンロー

ドが行われた場合には, 各加盟機関の代表者

(OR: Official Representatives) に実行した者の登

録情報とダウンロードされた調査名等がメールで

送られてくる仕組みとなっている｡ ICPSR の年

次報告書によると, ダウンロード方式が導入され

たこともあり, 2005 年 1年間に提供された総デー

タセット数は 32 万 1134 件, データの総容量は

125 万 5092MB と, 2001 年に比べて 4 倍以上と

なっている｡

〈その他の活動〉

ICPSR では, ミクロデータの分析手法に関し

て毎年夏にサマープログラムを開講している｡ こ

のプログラムでは, 社会科学のための研究方法,

統計手法およびデータ分析について, 基礎的な方

法論から特定分野の高度な研究手法に至るまで,

幅広くかつ総合的なカリキュラムが設定されてい

る｡ 日本からも毎年 15 名前後の大学院生等が受

講している｡ なお, このサマープログラムは加盟

機関以外に所属する者も受講可能であるが, 受講

料は加盟機関の受講者の 2倍となる｡

また ICPSRは, 提供している一部のミクロデー

タについて, データをダウンロードすることなし

に, ウェブ上でデータ分析ができるシステム

(DAS: Online Analysis Using the Data Analysis

System) を提供している｡ このシステムは, 度数

分布, クロス集計, 回帰計算などの統計処理のほ

か, 既存の変数を演算して新しい変数を作成する

などの変数操作の機能も持っており, 統計分析ソ

フトを持っていない利用者にとっては有益なもの

である｡

Ⅴ 日本における労働分野の実証研究と
データ公開の現状

〈ミクロデータを利用した労働研究の現状〉

労働研究の分野では, ミクロデータを用いた実

証研究が盛んになっている｡ 例えば, 『日本労働

研究雑誌』 に掲載された論文にもこうした研究が

多い｡ 表 2 は, 2003 年から 2005 年の 3 年間に

『日本労働研究雑誌』 に掲載された論文の中から,

ミクロデータを利用した研究を抜き出したもので

ある｡ 同表は, 職員録や会社四季報などから作成

したデータセットによる分析は除外されている｡

これらの研究もミクロデータを利用した分析とす

れば, さらに論文数が増加することになる｡ 表 2

の ｢データの種類欄｣ の ｢二次分析｣ は, 筆者ら

が収集した調査データ以外のミクロデータを利用

した研究を意味する｡ 政府統計を分析したものや

データアーカイブから入手したデータを分析した

ものなどが該当する｡ 第三者の入手可能性は, 論

文の内容を検証するためにミクロデータにアクセ

スできるかどうかを意味する｡ ｢不明｣ と記され

ていても, 筆者に問い合わせることで入手できる

可能性もあるし, 論文執筆後に何らかの形でミク

ロデータを公開していることもありうる｡ あくま

でも論文の記載内容による判断である｡ なお, 論

文執筆時点で入手できなくても, 現時点で SSJ

データアーカイブに寄託されているものは,

SSJDAと記載している｡

表 2にあげた論文が利用したミクロデータは,

a)筆者らが独自に調査を実施したもの, b)筆者

らが企業の人事部などから入手したもの, c)目的

外利用申請による政府統計, d)データアーカイ
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ブ等から研究用に提供されているもの (SSJ デー

タアーカイブの所蔵データや家計経済研究所のパネ

ルデータ) などに分類できる｡ なお, d)のように

ミクロデータが研究者に公開されるようになった

ことが, ミクロデータを利用した実証的な研究を

盛んにしている要因のひとつである｡

〈分析に利用したミクロデータへ再分析の可能

性：再現性の担保〉

研究に利用したミクロデータを上記の 4つに分

けた場合, c)や d)による研究は, 当該ミクロデー

タを入手できる可能性があるため, 論文の内容を

第三者が検証することが可能である｡ その意味で

は, 再現性が担保されている｡ ただし, 政府統計

の場合, すでに公表されている論文の内容を検証

することだけを目的として目的外利用申請を行っ

た場合に, 申請が許可されるかどうかは不確かで

ある｡

他方, a)や b)のミクロデータによる研究は,

分析に用いられたミクロデータが, データアーカ

イブなどに寄託されるなどして第三者が入手可能

な状況にない場合は, 論文の内容を第三者が検証

することができない｡ その意味では, 再現性が担

保されていないことになる｡ 実際, a)や b)に分

類される論文をみると, データアーカイブなどに

ミクロデータが寄託されているものもあるが, 第

三者が入手できないミクロデータがかなりを占め

る現状にあることがわかる｡ もちろん, すでに述

べたように, 筆者らに問い合わせることで, デー

タを入手し, 検証の作業を行うことができる可能

性もあろう｡ なお, 個別企業の人事データの場合

には, 分析者がデータアーカイブに寄託を希望し

ても, 企業の許可が得られない可能性もある｡ し

かし, こうした場合を含め, 実証研究である以上,

再現性を担保するための仕組みに関して検討が必

要となろう｡

〈ミクロデータの寄託促進など今後の課題〉

表 2を作成する際に, 論文の記載内容からは,

ミクロデータを筆者自身が調査から作成したのか,

あるいは第三者の調査によるミクロデータを利用

したのかを, 判断できないものもあった｡ 論文を

執筆する際には, 分析対象となるミクロデータの

作成者がわかるようにすべきであろう｡ また, 明

らかに第三者が作成したミクロデータを再分析し

た論文でも, データの入手方法に関して記載のな

いものもあった｡ データの入手方法を記載するこ

とは, 第三者が当該論文の内容を検証するために

不可欠な情報であることから記載が求められるも

のである｡

さらに, 筆者らが独自に実施した調査によるミ

クロデータによる論文の場合に, 当該ミクロデー

タが公開されていない場合がかなりを占めること

を指摘した｡ ミクロデータに基づく実証研究の再

現性を担保するだけでなく, ミクロデータを社会

科学研究の共有財産とするためには, ミクロデー

タの公開を義務づけることが必要となろう｡ とり

わけ科学研究費による研究や公的な機関が実施し

たミクロデータに関しては, そのことが緊急の課

題である (日本学術会議政府統計の作成・公開方策

に関する委員会 (2006) など)｡ また, 『日本労働研

究雑誌』 が論文を掲載する際に, ミクロデータに

よる研究に関しては, 第三者がそれにアクセスで

きること, つまり再現性の担保を原則的な掲載条

件とすることも検討に値しよう｡

Ⅵ お わ り に

データアーカイブの基本的な機能はミクロデー

タの収集・保存・提供にあるが, それ以上に重要

な機能は, 社会科学におけるミクロデータに基づ

く実証研究の ｢再現性｣ を担保する研究環境を提

供することにある｡ ｢再現性｣ の担保だけでなく,

ミクロデータが寄託されることによって, 同一の

データセットに基づいてより説明のある理論を構

築できるようになるのである｡ 他方, 労働研究の

分野においてミクロデータを活用した研究として

『日本労働研究雑誌』 に掲載された論文を参考に

すると, ミクロデータを利用した論文が増加して

いるものの, 当該データを第三者が入手し, その

内容を検証できる条件を満たしていないと判断で

きる論文も少なくないことが明らかにされた｡ こ

うしたことから, ミクロデータに基づく実証研究

の再現性を担保するだけでなく, ミクロデータを

社会科学研究の共有財産とするために, ミクロデー

タの寄託を義務づけることを検討することが必要
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表２ ミクロデータを利用した論文 (『日本労働研究雑誌』 に 2003 年から 2005 年の３年間の掲載分)

号 著者
所属・職位 (論

文掲載時による)
論文名 使用データ名 データの種類 第三者の入手可能性

511 松繁寿和 大阪大学教授

大手証券倒産後の再就職

年齢と技能の役割の

検証

1997年に自主廃業した証券会社

の元社員の就職先リスト

筆者が企業の人事部か

ら入手
不明

511 竹内英二

国民生活金融公

庫総合研究所上

席主任研究員

廃業経験者による開業の

実態

国民生活金融公庫総合研究所

｢2度目の開業に関するアンケー

ト｣

筆者らが実施した調査 ○SSJDA

512

篠崎武久
学習院大学大学

院博士課程

パートが正社員との賃金

格差に納得しない理由は

何か

日本労働研究機構 ｢職場におけ

る多様な労働者の活用実態に関

する調査｣

執筆者のひとりである

玄田が参加した研究会

が実施した調査の二次

分析

○SSJDA

石原真三子 城西大学講師

塩川崇年

(株)労働実務

『労基旬報』 編

集部

玄田有史
東京大学社会科

学研究所助教授

514 大木栄一
日本労働研究機

構副主任研究員

企業の教育訓練投資行動

の特質と規定要因

｢業績主義時代の人事管理と教

育訓練投資に関する調査研究｣

筆者が参加した研究会

の調査
不明

514 黒澤昌子
政策研究大学院

大学助教授

公共職業訓練の収入への

効果

東京都立職業訓練校修了者の

｢修了生実態調査｣
二次分析

○目的外利用申請によ

る

515 宮本大

同志社大学大学

院経済学研究科

博士課程

NPO の労働需要 国

際および環境団体の雇用

に関する実証分析

平成11～13年科学研究費基盤Ｂ

研究 (研究代表中田喜文) ｢エ

マージング労働市場の研究｣ の

NPO 団体調査と NPO の個人

調査

筆者も調査メンバーと

考えられるが, 論文の

みからは確定できない

不明

515 西村智
関西学院大学経

済学部専任講師

育児による女性の生涯所

得減少効果の日仏比較

フランス国立統計経済研究所

(INSEE)

‶Enque�te emplois du temps

de me�nages de 1998-1999"

(生活時間調査)

日本労働研究機構 ｢女性と仕事

に関するアンケート｣

二次分析, ただし日本

のデータを含め, デー

タの入手方法が論文に

は未記載

○調査名が異なるが日

本労働研究機構の ｢女

性の就業意識と就業行

動に関する調査｣ の再

分析と考えられ, 同調

査はSSJDAに寄託済｡

フランスのデータの利

用方法は不明｡

516

太田聰一
名古屋大学経済

学部助教授 フローデータから見た日

本の失業 1980～2000
｢労働力調査｣ の個票 政府統計の二次分析

○目的外利用申請によ

る
照山博司

京都大学経済研

究所教授

516

久田満
東京女子医科大

学教授
リストラが失業者および

現役従業員の精神健康に

及ぼす影響

調査名不明 (2 つのアンケート

調査)
筆者らが実施した調査 不明

高橋美保
元信州大学附属

病院臨床心理士

517 宮本大

同志社大学大学

院経済学研究科

博士課程

非営利団体 (NPO) の

賃金は低いのか 営利

企業 (PO) との比較を

通して

平成11～13年科学研究費基盤Ｂ

研究 (研究代表中田喜文) ｢エ

マージング労働市場の研究｣ の

NPO 団体調査と NPO の個人

調査

筆者も調査メンバーと

考えられるが, 論文の

みからは確定できない

不明

517

大谷剛 大阪大学大学院
若年期の蓄積とキャリア

の終盤 大学教育, 移

動, 生え抜き役員昇進

国立大学社会科学系学部の卒業

生調査

筆者らが実施した調査

と考えられるが, 論文

のみからは確定できな

い

不明
梅崎 修 法政大学

松繁寿和 大阪大学

518 石原真三子
城西大学専任講

師

パートタイム雇用の拡大

はフルタイムの雇用を減

らしているのか

｢雇用動向調査｣ 事業所票 政府統計の二次分析
○目的外利用申請によ

る

518 原ひろみ
労働政策研究・

研修機構研究員

正規労働と非正規労働の

代替・補完関係の計測

パート・アルバイト

を取り上げて

生命保険センター ｢企業の福利

厚生制度に関する調査｣
二次分析 ○SSJDA
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518

佐藤博樹
東京大学社会科

学研究所教授 雇用区分の多元化と人事

管理の課題 雇用区分

間の均衡処遇

｢雇用管理の現状と新たな働き

方の可能性に関する調査研究委

員会｣ が実施したアンケート調

査

筆者らが実施した調査 ○SSJDA佐野嘉秀 東京大学助手

原ひろみ
日本労働研究機

構研究員

518
西本万映子

湘南国際女子短

期大学講師

パートを中心にした非正

社員の均衡処遇と経営パ

フォーマンス

厚生労働省 ｢パートタイム労働

者の均衡処遇と経営パフォーマ

ンスに係る調査｣

筆者らが参加した研究

会で実施した調査
○SSJDA

今野浩一郎 学習院大学教授

520 今井保次

(財)社会経済生

産性本部メンタ

ル・へルス研究

所研究主幹

健康な職場の実現
メンタルヘルス研究所のメンタ

ルヘルスのデータ

メンタルヘルス研究所

が実施した調査の二次

分析

不明

524 高山与志子

ジェイ・ユーラ

ス・アイアール

(株)マネージン

グディレクター

米国における非正規雇用

の実態

米国労働局‶Contingent and

Alternative Work Supplements

to the Current Population

Survey"

二次分析, ただし論文

にはデータの入手方法

が未記載

○ICPSR 国内利用協

議会を通じて ICPSR

からデータを入手可能

524 馬駿
富山大学経済学

部助教授

日本企業の昇進昇給シス

テムにおける ｢年功｣

ある大手企業のブルー

カラー従業員に対するコー

ホート分析

大手製造業Ｘ社Ｙ製作所のブルー

カラー従業員の人事データ
筆者が人事部から入手 不明

526

木村琢磨
東京大学大学院

経済学研究科

製造分野における請負企

業の事業戦略と人事管理

の課題

生産職場における人材活用・人

材ビジネスに関する研究会 ｢第

2 回請負企業の経営戦略と人事

戦略に関するアンケート調査｣

筆者らが実施した調査
○SSJDA に寄託済み,

2006年秋に公開予定

佐野嘉秀

東京大学社会科

学研究所客員助

教授

藤本真
労働政策研究・

研修機構研究員

佐藤博樹
東京大学社会科

学研究所教授

527 加藤隆夫
コルゲート大学

経済学部教授

従業員代表制の経営参加

度とその決定要因 計

量分析

HRM Survey of Japanese

Firms と日経財務データ
筆者らが実施した調査 不明

527 西本真弓
阪南大学専任講

師

育児休業取得とその取得

期間の決定要因について

(財)連合総合生活開発研究所

｢仕事と育児に関する調査｣
二次分析 ○SSJDA

527 武内真美子
大阪大学大学院

博士課程

女性就業のパネル分析

配偶者所得効果の再

検証

(財)家計経済研究所 ｢消費生活

に関するパネル調査｣
二次分析

○家計経済研究所に申

請すれば可能

528 小原美紀
大阪大学大学院

助教授

雇用保険制度が長期失業

の誘引となっている可能

性

(株)構造計画研究所 ｢雇用政策

の有効性に関するシミュレーショ

ン：実査データ｣ (経済産業省

の委託調査)

二次分析

不明 (調査を実施した

構造計画研究所に目的

外利用を申請すれば可

能か不明)

528 岩田正美
日本女子大学人

間社会学部教授

誰がホームレスになって

いるのか？ ポスト工

業社会への移行と職業経

験等からみたホームレス

の３類型

都市生活研究所 ｢平成11年路上

生活者実態調査｣

著者が調査を行った研

究会に参加していたか

どうかが不明

不明

528 大竹文雄
大阪大学社会経

済研究所教授
失業と幸福度

｢くらしと社会に関するアンケー

ト｣
筆者が実施した調査 不明

529 久保克行
早稲田大学商学

部専任講師

合併に伴う人事制度の統

合と雇用・処遇の変化

個人データによる分

析

1999年に合併したＡ社の人事デー

タ

筆者らが入手した人事

データ
不明

531 西岡由美
湘北短期大学助

手

技能実習生の活用実態と

日本人社員との代替関係

について

財団法人雇用開発センター ｢日

系人と技能実習生の就労実態等

について｣

筆者が調査を行った研

究会に参加していたか

不明

不明

532 吉田恵子
大阪大学大学院

博士課程

自己啓発が賃金に及ぼす

効果の実証分析

(財)家計経済研究所 ｢消費生活

に関するパネル調査｣
二次分析

○家計経済研究所に申

請すれば可能
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532

原ひろみ
労働政策研究・

研修機構研究員

労働組合支持に何が影響

を与えるのか 労働者

の権利に関する理解に着

目して

(財)連合総合生活開発研究所

｢第５回勤労者の仕事と暮らし

についてのアンケート調査｣

筆者らが参加した研究

会で実施
○SSJDA

佐藤博樹
東京大学社会科

学研究所教授

533 安達智子
大阪教育大学講

師

大学生のキャリア選択

その心理的背景と支

援

正社員としての就労経験を持た

ない18～24歳の学生を対象にし

た調査

筆者が実施した調査か

どうかの記載がなく不

明

不明

534 佐藤博樹
東京大学社会科

学研究所教授

若年者の新しいキャリア

としての ｢未経験者歓迎｣

求人と ｢正社員登用｣ 機

会

(財)連合総合生活開発研究所

｢若年者の職業選択とキャリア

形成に関する調査｣

筆者が参加した研究会

が実施した調査
○SSJDA

534 井川静恵

大阪大学大学院

国際公共政策研

究科

制度改定による賃金構造

の変化 企業内人事マ

イクロデータによるパネ

ル分析

ある企業の人事マイクロデータ
筆者が人事部から入手

したデータ
不明

534 小川浩
関東学園大学経

済学部助教授

賃金制度を少子化から評

価する
｢国民生活基礎調査｣ の個票

政府統計の二次分析

(厚生科研 ｢社会保障

政策が育児コストを通

じて出生行動および消

費・貯蓄行動に及ぼす

影響に関する研究｣ 内

で行われたもの)

○目的外利用申請によ

る

535

岩澤美帆

国立社会保障・

人口問題研究所

主任研究官 職縁結婚の盛衰と未婚化

の進展

国立社会保障・人口問題研究所

｢出生動向調査｣ 1982～1992年

の個票データ

政府統計の二次分析

(社人研の研究員とし

て分析)

○目的外利用申請によ

る

三田房美

国立社会保障・

人口問題研究所

主任研究官

535

酒井正
慶應義塾大学大

学院 フリーターのその後

就業・所得・結婚・出産

慶應義塾大学経商連携21世紀

COE プログラム ｢市場の質に

関する理論形成とパネル実証分

析｣ 第１回慶應パネル調査

筆者らが参加した研究

会で実施した調査
不明

�口美雄
慶應義塾大学商

学部教授

535 川口章
同志社大学政策

学部教授

結婚と出産は男女の賃金

にどのような影響を及ぼ

しているのか

(財)家計経済研究所 ｢消費生活

に関するパネル調査｣
二次分析

○家計経済研究所に申

請すれば可能

536 高橋陽子
学習院大学大学

院

ホワイトカラー ｢サービ

ス残業｣ の経済学的背景

労働時間・報酬に関

する暗黙の契約

(財)連合総合生活開発研究所

(2002) ｢働き方の多様化と労働

時間等の実態調査｣

二次分析 ○SSJDA

538 阿部正浩
獨協大学経済学

部助教授

男女の雇用格差と賃金格

差

｢就業構造基本調査｣ 1982年と

1997年

｢賃金構造基本統計調査｣ 平成

13年

｢女性雇用管理基本調査｣ 平成

13年

政府統計の二次分析
○目的外利用申請によ

る

540 小倉一哉

労働政策研究・

研修機構副主任

研究員

長期休暇が企業経営に与

える影響 因果関係に

関する一考察

労働政 策 研 究 ・ 研 修 機 構

(2004) ｢労働者の働く意欲と雇

用管理のあり方に関する調査｣

二次分析 ○SSJDA

540 大木栄一
職業能力開発総

合大学校助教授
長期休暇と能力形成

厚生労働省委託調査 ｢能力開発

基本調査報告 (平成14年度)｣,

富士総合研究所 (2000) ｢能力

開発等の活動に取り組むための

長期休暇制度の導入促進に向け

た調査研究｣

筆者が参加した調査

(前者) と協力した調

査 (後者), 後者は二

次分析

不明

541 青島矢一

一橋大学イノベー

ション研究セン

ター助教授

Ｒ&Ｄ人材の移動と技術

成果

応用物理学会の会員5000人を対

象に行った調査 (1999年実施)
筆者が実施した調査 不明

542 原ひろみ
労働政策研究・

研修機構研究員

新規学卒労働市場の現状

企業の採用行動から

労働政 策 研 究 ・ 研 修 機 構

(2004) ｢若年者の採用・雇用管

理の現状に関する調査｣

筆者が参加した研究会

で実施した調査
○SSJDA
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2004 年)｡

543 緒方一子
東京地下鉄(株)

臨床心理士

キャリア・コンサルティ

ングと個人情報保護法の

活用と保護

キャリアコンサルタント300人

を対象に行った調査 (2005年実

施)

筆者が実施した調査 不明

543 開本浩矢
兵庫県立大学経

営学部助教授

成果主義導入における従

業員の公正感と行動変化

富士ゼロックス総合研究所

(2001) ｢成果主義的人事制度に

関する社員意識調査｣

筆者が実施した調査か

記載がない
不明

545

梅崎 修

法政大学キャリ

アデザイン学部

専任講師

評価者負担が評価行動に

与える影響

｢人事マイクロ・デー

タ｣ と ｢アンケート調査｣

の統計分析

Ｂ社 (生産財製造業) で実施し

た従業員アンケートとＢ社企業

内人事マイクロ・データ

筆者らが入手した個別

企業人事データと当該

企業が実施したアンケー

ト調査のデータの二次

分析

不明

中嶋 哲夫
人事教育コンサ

ルタント

注：1) 二次分析＝筆者以外が調査を実施したデータを筆者が分析したもの｡

2) SSJDA＝SSJ データアーカイブ｡


